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１．はじめに
　平成25年12月に発行された山形県立米沢女子短期大学紀要第49号は遠藤恵子学長退任記念号となってお
り、遠藤前学長が「随筆」として「『短期大学』の課題と展望」を寄稿されている。短期大学の成り立ち、
制度上、実態上の課題を整理されたうえで、「短期大学の展望としては、その発展を期すならば、制度上
も実態上も４年制に改組する以外に選択肢はないのである。」と結論されている。
　平成26年４月に遠藤前学長から学長職を引き継ぎ、間もなく６年を迎える。この間、短期大学、特に米
沢女子短期大学を含む公立の短期大学に関して大きな変化があっただろうか。本稿では、この６年間の公
立短期大学と短期大学を巡る状況の変化を振り返るとともに、今後の本学の方向性について、学内で検討
した将来構想を中心に展望したい。
２．過去６年間における公立短期大学の動向
昭和25年に17校でスタートした公立短期大学は、その後順調に数を増やし、平成８年には63校とピーク
を迎え、その後急速に数を減らしてきた。全国公立短期大学協会が実施した「平成26年度公立短期大学実
態調査」（平成26年５月１日現在）によれば、当時の調査対象校は、名寄市立大学短期大学部、岩手県立
大学宮古短期大学部、同盛岡短期大学部、山形県立米沢女子短期大学、会津大学短期大学部、川崎市立短
期大学、大月短期大学、長野県短期大学、岐阜市立女子短期大学、静岡県立大学短期大学部、三重短期大学、
島根県立大学短期大学部、倉敷市立短期大学、新見公立短期大学、高知短期大学、大分県立芸術文化短期
大学、鹿児島県立短期大学の17校であった。その後の６年間に、名寄市立大学短期大学部は４年制大学に
内包されることとなり、高知短期大学は廃止となった。現在存在する15校のうち、長野県短期大学、新見
公立短期大学は、すでに募集を停止し、４年制大学に移行もしくはすでにある４年制大学に内包されてい
る。残る13校のうち、数校は４年制大学への移行を検討中とのことである。現在学生募集を行っている13
校は、県立８校、市立５校であり、女子短期大学は２校である。県立８校のうち、大学の短期大学部が５
校、単独の短期大学３校である。会津大学短期大学部は学科の改編を行い、大月短期大学は新校舎の建設
を行った。大分県立芸術文化短期大学は、現在新校舎を建設中である。
３．過去６年間における短期大学を巡る状況
平成25年12月に中央教育審議会大学分科会大学教育部会のもとに、短期大学ワーキンググループが設置
され、審議内容については、平成26年８月６日に「短期大学の今後の在り方について」としてまとめられた。
その中で、「我が国の短期大学は、高等教育の最初の機会を提供し、その後の多様な進路選択を可能とす
る『ファーストステージ』として、次の６点の特長を備えている。」とされた。その６点とは、（１）学位
が取得できる短期高等教育機関　（２）教養教育と専門教育のバランスの取れた高等教育機関　（３）職業
能力を育成する高等教育機関　（４）小規模できめ細かい教育を行う高等教育機関　（５）アクセスしやす
い身近な高等教育機関　（６）教育の質が保証された高等教育機関である。さらに、短期大学の現状と課
題を踏まえた上で「以下の4つの機能を重点的に担っていくことがふさわしい」とされた。①専門職業人
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材の養成（幼稚園教諭、保育士、看護師、栄養士、介護人材等の専門職業人材養成）②地域コミュニティ
の基盤となる人材の養成（金融、商業、ビジネススキル、情報、被服、芸術などの専門知識・技能と幅広
い教養を合わせ持つ地域コミュニティの基盤となる人材の養成）③知識基盤社会に対応した教養的素養を
有する人材の養成（短期大学の特色を活かした教養教育と専門教育の提供による知識基盤社会に対応した
人材の養成）④多様な生涯学習の機会の提供（資格取得やキャリアアップを目指す社会人の学び直しプロ
グラムや地域のニーズに対応した生涯学習プログラムの実施）である。
高等教育のより長期的ビジョンとして、中央教育審議会は大学分科会将来構想部会を中心に審議を進め、
平成30年11月26日に「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」を発表した。短期大学につ
いては「今後は、短期であることや地域でのアクセスの容易さといった強みを生かし、高齢者も含めた社
会人のリカレント教育を通じた地域貢献などの役割も期待されるところであり、地域に必要な高等教育機
関として教育の質を高めていくことが重要である。また、2040年に向けては、短期高等教育機関として、
大学制度における短期大学の位置付けの再構築について検討することも必要である。」としている。
なお、この間、専門職大学・専門職短期大学という新たな学校種ができ、本年度から開設が始まり、来
年度には静岡県において公立の専門職短期大学が開学予定である。専門職大学・短期大学は、従来の大学・
短期大学と専門学校の長所を取り入れて、理論にも裏付けられた「高度な実践力」「豊かな創造力」を、
身につけることができるとされ、実習の充実や実務家教員の配置などで、従来の大学・短期大学とは異な
る設置基準が設定されている。今後、この新たな学校種がどのように発展していくか、現存する短期大学
とどのようにかかわるのか、かかわらないのか、注目していきたい。
４．山形県立米沢女子短期大学の将来構想の考え方
中央教育審議会では、短期大学についての一定の評価がなされているが、遠藤前学長が指摘された制度
的、実態的な課題についての解決策を示されているわけではない。少子化、18歳人口の減少が著しい時代
にあって、どの学校種にあってもそのサバイバルをかけて、知恵を絞っている中で、公立の短期大学も自
らが考え、前に進んでいく以外に道はないと考える。すべての学校種に共通した課題に加えて、公立短期
大学は、地域のニーズと設立団体の状況（財政等）とその関係が大きな課題となる。
平成26年４月の山形県立米沢栄養大学の開学とともに、１法人２大学体制の円滑な運営のために、学内
体制の整備を行い、両大学の連携を密に行うこととしたが、教授会、入学試験、入学式・学位記授与式等
は別に実施することとした。米沢女子短期大学の健康栄養学科は、平成27年３月をもって廃止し、残る４
学科（国語国文学科、英語英文学科、日本史学科、社会情報学科）は、その定員を変更することなく、今
に至り、入学定員の確保、卒業生の進路（就職、４年制大学への３年次編入等）も比較的順調である。
しかしながら、他のすべての大学と同じく、米沢女子短期大学も現状に留まり続けるわけにはいかない。
平成28年度から将来構想の検討を始め、平成30年４月にはその考え方をまとめた。平成28年度には、企業・
高校生向けアンケートを実施し、その分析を行うとともに、教授会懇談会、総務会懇談会を開催した。ま 
た、学外役員・審議会委員からも意見聴取を行った。平成29年度には県内高等学校ニーズ調査、米沢商工
会議所ニーズ調査、米短将来構想懇談会、学内ワーキンググループの設置、米短将来構想研修会等を実施
した。
現行（短大４学科）のままでは、以下のような状況が予想される。①就学期間が短く、学費負担が低廉
なため、経済的理由により４年制大学に進学できない学生に高等教育の機会を提供できる。②高い編入実
績は本学の「売り」の一つであるが、今後国立大学の文科系学部が縮小される動きがあり、受け入れ先の
減少が予想される。③人口減少の影響は大きく4年制大学への志向の高まりと相まって定員の確保が非常
に困難となる可能性があり、受験者数の減少により、現在の学力の維持が難しくなる可能性がある。
一方、４年制大学への改組を行えば、以下のような状況が予想される。①より質の高い教育が実現でき、
1種教員免許状や学芸員資格の取得が可能になる。②文科系の４年制大学に対するニーズは健在であるこ
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とから４年制大学志向への対応が可能になる。③若者（受験生）の他県流出の歯止めの一助になる。県内
高校ヒアリングの結果では、宮城県の私立大学へ進学する受験生の入学が見込めるとともに、大学共学化
や地域枠設定により、一層の効果が期待できる。④4年制大学の学生獲得に向けた競争にさらされるため
本学の特徴をどう出していくかが課題となる。
以上から、現状の４学科の短期大学から、4年制改組を見据えた改革についての議論を行い、場合によ
っては学科再編検討（２学科・コース制の導入等）を経て、４年制改組（一部4年制化＋短期大学部、ま
たは全面４年制化）への道筋が示された。
５．最後に～今後に向けて
米沢女子短期大学の将来構想については、それほど多くの選択肢があるわけではない。「女子短期大学」
として存続していくのか、男女共学にするのか、学科の再編を行うのか、一部４年制化するのか、全面4
年制化するのか、のいずれかであろう。時代と社会のニーズにあったカリキュラムの改編は、当然のこと
であり、将来構想とは呼べない。しかしながら、学科の再編、一部4年制化、全面４年制化は短期間で検討・
実施することは難しい。18歳人口が減少し続けている状況下では、収容定員の大幅な増加は考えにくいし
（大幅な授業料増収は望めない）、法人の設立団体である山形県の厳しい財政状態を考えれば、全く新しい
分野の創設や教員の増員もかなり厳しいと考えなければならない。
現時点（令和元年11月）では、米沢女子短期大学の４年制改組については、設立団体である県の許可を
得ていないが、大学として一定程度の見通しをもって、将来の４年制大学化も視野に入れて、カリキュラ
ムの改編、補充人事の際の専門分野の見直し、短大としての学科の再編を考えていく必要があると考える。
すべての教員が、現在所属している「学科」単位の視点だけではなく、大学全体の将来を見据えて考えて
いく必要があり、学科横断的な専門委員会や将来構想検討会の役割が、今後、より大きくなってくると考
える。
設立団体である山形県との対話を継続しつつ、法人内でできることを着実に行い、「時機」が到来した
時には、混乱なく次のステージに移行していくことが肝要であろう。「時機」がいつ来るのか、予想は難
しいが、近い将来、必ずその時は訪れると確信している。
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